
技 術 報 告

技
術
報
告

技
術
報
告

27

猪苗代湖西側地域に分布する高有
機質土の物理・力学特性について

新協地水（株）　石幡　和也、原　勝重

1.  はじめに
　福島県のほぼ中央に位置する猪苗代湖
岸の西側地域には、赤井谷地泥炭層と呼ば
れる高有機質土 ( 表－ 1 の分類でいずれも
泥炭に分類されるため、以下泥炭とする )。
が分布する。筆者らは、道路盛土をはじめ
とする土木構造物設計の基礎資料とするた
め、当該地域の複数箇所の泥炭について室
内土質試験を実施した。
　本発表では、室内土質試験により得られ
た当該地域の泥炭の物理特性、力学特性
および提案した軟弱地盤対策の例について
報告する。

2.  赤井谷地泥炭層について
　東北地方の最南にある福島県中央部に
は、標高 514m で国内第 4 位の面積の猪苗
代湖が位置する。猪苗代湖の西岸に沿って、
西岸に平行に北流する赤井川の谷は、出口
付近が丘陵と火山砕屑物によって、遮断さ
れて、ぬかるみの深い湿地帯が広がった。

　これが赤井谷地とよばれる北方系の植
物相陸化型の高層湿原であり、昭和 3 年
には天然記念物に指定されている。当該谷
地を北端とし、その南方に「赤井谷地泥炭
層」が広く分布する ( 図－ 3 参照 )。
　分布域の南北方向の分布状況 (A － A’
断面 ) と東西方向の分布状況 (B-B’ 断面 )
は、図－ 3 に示すように南北方向では、
全体に 2 〜 7m 程度の層厚で、谷地から
南に 1.5km 付近で泥炭層が層厚を増して
いる。東西方向では、盆地形最上部に厚
さ 7m 程度で水平に分布する。

　図－1　猪苗代周辺の地形 1)

図－ 3.a 　分布状況 (A-A’ 断面，南北方向 )

図－ 3.b 　分布状況 (B-B’ 断面，東西方向 )

　図－ 2　赤井谷地周辺の地質分布 1)
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g/cm3、 間 隙 比 が e=6.6 〜 14.0、 塑 性
指 数 Ip=61.7 〜 318.3 を 示 し た。 ま た、
強熱減量は、Li=64.3 〜 93.1％を示し、
pH=5.3 〜 5.7 と弱酸性の値を示した。

　図－ 4 に示す北海道地方の泥炭および
赤井谷地泥炭層の物理特性の関係では、
北海道地方の泥炭の分布範囲内にあるこ
とが分かる
(2) 力学特性について
 力 学 特 性 で は、 圧 縮 指 数 が Cc=3.58
〜 10.05、 圧 密 降 伏 応 力 が Pc=15.8 〜
26.9kN/ ㎡、非圧密非排水強度が cuu=5.9

　試験に供した試料は、図－ 2 に示す
Ay 箇所と Yo 箇所の採取試料を用いた。
当地域の泥炭は、写真－ 1 のようなヨシ
やミズゴケの未分解部主体の泥炭が多く、
周辺の道路では沈下が長期に渡って続い
ている。そのため、土構造物の築造には、
軟弱地盤対策が必要であり、対策検討に
供する泥炭の
土 質 特 性 把
握のため、表
－ 1 に示す物
理 特 性・ 力
学特性に関す
る室内試験を
行った。

3.  土質特性について
 (1) 物理特性について
　 物 理 特 性 は、 土 粒 子 の 密 度 が、ρ
s=1.512 〜 2.261g/cm3、含水比が wn=442
〜 769％、湿潤密度が ρt=0.926 〜 1.026 

表－1　室内土質試験結果および北海道地域の泥炭

図－ 4　各物理特性の関係 3)

写真－1　採取試料 (Yo)
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〜 13.9kN/ ㎡、φuu=0.0 〜 5.5°、圧密非
排 水 強 度 が ccu=5.9 〜 29.4 kN/ ㎡、φ
cu=12.4 〜 32.9°、有効応力が c’ =4.4 〜
18.0 kN/ ㎡、φ’ =35.4 〜 50.8°を示した。
また、N 値は、N=0/45 〜 2 と非常に軟
弱な値を示した。図－ 5 に示す一般的な
含水毎の圧密曲線と赤井谷地泥炭層の圧
密曲線の関係では、近い含水比の曲線よ
りも初期間隙比が高い傾向を示し、一般
的な粘性土と、同等な扱いはできないこ
とが分かる。

4.  軟弱層の厚い Yo 箇所の軟弱地盤対策
について

(1)　対策検討結果について
　Yo 試料を採取した赤井谷地南方の地域
では、延長 1km 程度の道路低盛土が計画

されている。当地域は、泥炭層の最大厚さ
が約 7m と厚く、計画前後の既存道路でも
長期的な沈下が生じていることから、沈下
が懸念される。そのことから、Yo 試料採
取地域における盛土等の土構造物の築造
に際しては、軟弱地盤対策が必須である。
　道路築造を行う国道は、湖岸西側地域
の南北をつなぐ主要道路であるため、対
策の検討に際しては、常時の作用、地震
時作用 ( レベル 2 まで ) 沈下の検討を行っ
た。検討の結果、沈下量が計画盛土高1.3m
に対し、1.2m の沈下が生じるため、対策
が必要と判断した。対策工は、種々ある
が、当地域では、天然記念物保全の観点
から泥炭層の乾燥化および水環境の変化
への配慮が必要なことから、適用性のあ
る工法として、余盛工法、EPS 工法およ
び締固め砂杭工法の 3 工法を選定し、比
較することとした。比較は、それぞれ許
容沈下量と許容沈下量とするための費用
を主眼に置き、総合的に比較を行った。
以下に各盛土高 1.3m に対する対策工後
の沈下量を示す。それぞれ、供用開始後
の残留沈下量を 30cm 以内と設定した。
　　余盛工法： 余盛 4.1m →残留沈下量

26.5cm
　　EPS 工法： 置換深さ 3.0m →残留沈

下量 0.0cm
　　締固め砂杭工法：改良率 90％→残留
　　沈下量 20.3cm
　検討の結果、余盛工法は、多くの盛土
が必要となるが、他の工法と比較し、費
用が 10 分の 1 程度で、材料等も入手し
易い。また、一般的な重機等での施工が
可能など適用性の良さや周辺環境への影
響を考慮し、余盛工法が最も適すると判
断した。盛土の不安定化も懸念されたた
め、敷網による盛土補強も併用すること
とした。

図－ 5　含水比毎の圧密曲線 4)
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(2)　要求性能について
　検討対象は、一般国道であり、北側
近傍では、2 桁国道と合流する重要道路
である。そのため、平成 27 年 4 月より
適用の国土交通省「道路土工構造物技術
基準」5)　( 以下、基準 ) の内容に照らし
合わせると、重要度 1 に該当する道路土
構造物であり、常時、降雨時およびレベ
ル 1 地震時の要求性能が性能 1、レベル
2 地震動の要求性能が性能 2 であり、ま
た、盛土構造物であるため、著しい沈下
を生じない性能が必要となる。今回行っ
た検討は、基準が制定される以前に行っ
た業務であるが、レベル 2 地震動の作用
および沈下 ( 二次圧密まで ) までの検討
を行っていたため、概ね基準に沿う内容
となった。

5.  今後について
　北海道地域と比較し、福島県における
泥炭地盤の分布範囲は、限定的であるた
め、土木関係者内で泥炭性地盤の特異性
は周知されていない。また、低盛土の場
合、実施する調査は、路床構築のための
CBR 試験等の路床土調査のみであるた
め、長期的な沈下への対策が行われず、
不陸箇所等が多く見られる。今後は、県
内の泥炭性地盤を始めとするローカルソ
イルについて、情報を蓄積、広く周知し、
国土交通省により改定された基準を背景
とし、工事の大小に関わらず、適切な調
査を提案・実施し、長期的な視野でのコ
スト低減に貢献したい。
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